
証券コード 1770
2022年6月13日

株　主　各　位
群 馬 県 高 崎 市 飯 塚 町 1 1 7 4 番 地 5

代表取締役社長 藤　田　　　実

１. 日 時 2022年6月29日（水曜日）午前10時
２. 場 所 群馬県高崎市飯塚町1174番地5

当社７階会議室（末尾の会場ご案内図をご参照下さい。）
３. 目的事項
報告事項 １. 第59期（2021年4月1日から2022年3月31日まで）事業

報告、連結計算書類及び計算書類の内容報告の件
２. 第59期（2021年4月1日から2022年3月31日まで）の会

計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
決議事項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 定款一部変更の件

第59期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、当社第59期定時株主総会を下記により開催致しますので、ご通知申し
上げます。
なお、新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、株主様には可能な限り書
面による議決権の事前行使をお願い申し上げます。お手数ながら後記の株主総会
参考書類をご検討下さいまして、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否を
ご表示いただき、2022年6月28日（火曜日）午後5時15分までに到着するようご
返送下さいますようお願い申し上げます。

敬　具
記

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出下さいま
すようお願い申し上げます。

◎株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合に
は、インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.fujita-eng.co.jp）に掲載さ
せていただきます。

◎株主総会にご出席の株主様へのお土産は取り止めさせていただいております。何卒ご理
解賜りますようお願い申し上げます。

【新型コロナウイルス感染防止への対応について】
　本株主総会にご出席される株主様は、株主総会開催日現在の流行状況やご自身の体調を
お確かめのうえ、マスク着用などの感染予防にご配慮いただき、ご来場賜りますようお願
い申し上げます。なお、発熱や咳などの症状があると認められる方、体調不良と思われる
方はご入場をお断りする場合がございます。また、本株主総会会場において、感染予防の
ための措置を講じておりますので、ご協力賜りますようお願い申し上げます。
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（2021年4月　1日から
2022年3月31日まで）

（提供書面）
事　 業　 報　 告

１. 企業集団の現況
⑴ 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果
当連結会計年度における日本経済は、新型コロナウイルス感染症の防止対

策の進展等から経済活動の持ち直しが見られましたが、原材料の価格上昇や
世界的な半導体不足等による景気の下振れ懸念に加え、新たな変異株による
感染症の再拡大、さらにはロシアによるウクライナ侵攻に伴う国際情勢への
影響等、先行きの不透明感が強まる状況となりました。

当社グループの主力事業が属する国内建設業界におきましては、民間設備
投資が回復基調にある一方、技能労働者不足に加え、建設資材等の不足や価
格上昇など、厳しい環境が続いております。

このような中、当社グループは状況変化への柔軟な対応を考慮し、中期経
営計画「Integrity（誠実）＆ Initiative（主導権）」の期間をさらに１年間
延長し、重点的な基本方針及び目標値を定め、新たな成長に向けての基盤づ
くりを進めてまいりました。

当連結会計年度における当社グループの連結売上高は277億８百万円、営
業利益は19億１百万円、経常利益は20億47百万円、親会社株主に帰属する
当期純利益は13億72百万円となりました。

なお、当連結会計年度より、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基
準第29号　2020年３月31日）等を適用しております。この結果、前連結
会計年度と収益の会計処理が異なることから、増減額及び前連結会計年度比
（%）を記載しておりません。

当社グループの主要事業の概況は以下のとおりであります。

建設事業
当社グループの主力事業である当事業におきましては、受注高は162億

99百万円（前連結会計年度比2.5％の減少）となりました。部門別では、
産業設備工事が63億51百万円（前連結会計年度比1.6％の減少）、ビル設
備工事が33億44百万円（前連結会計年度比30.7％の減少）、環境設備工
事が66億２百万円（前連結会計年度比21.5％の増加）となりました。

売上高は、工事の引渡し時期や進捗󠄁等の影響により、158億39百万円
となりました。部門別では、産業設備工事が64億78百万円、ビル設備工
事が47億78百万円、環境設備工事が45億82百万円となりました。
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機器販売及び情報システム事業
当事業におきましては、空調機や圧縮機などの産業用機器の販売が堅調

に推移したこと等により、売上高は57億19百万円となりました。

機器のメンテナンス事業
当事業におきましては、設備の修理や保守管理の受注が堅調に推移した

こと等により、売上高は56億60百万円となりました。

電子部品製造事業
当事業におきましては、半導体の受託加工及び装置開発の受注がともに

増加したこと等により、売上高は19億77百万円となりました。

その他
その他の事業におきましては、売上高は３億37百万円となりました。

（注） 上記売上高はセグメント間取引消去前の金額によっております。

② 設備投資の状況
該当事項はありません。

③ 資金調達の状況
当連結会計年度の資金調達の状況に特記すべき事項はありません。

④ 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
該当事項はありません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況
該当事項はありません。

⑥ 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継
の状況
該当事項はありません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
該当事項はありません。
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区 分
第56期

2019年3月期

第57期

2020年3月期

第58期

2021年3月期

第59期
(当連結会計年度)
2022年3月期

売 上 高(千円) 29,070,881 29,087,314 26,250,632 27,708,983

経 常 利 益(千円) 2,106,699 1,830,691 1,860,709 2,047,161
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益(千円) 1,477,204 1,131,023 1,179,342 1,372,498

１株当たり当期純利益（円） 162.33 124.17 129.34 150.35

総 資 産(千円) 23,719,598 25,040,517 26,049,081 27,190,870

純 資 産(千円) 12,279,463 13,180,812 14,363,491 15,519,165

１株当たり純資産額（円） 1,349.03 1,446.65 1,574.54 1,699.36

⑵ 直前３事業年度の財産及び損益の状況

（注）１. １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資産額は、
期末発行済株式総数により算出しております。なお、発行済株式総数については、自
己株式を除いております。

２. 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当連
結会計年度の期首から適用しており、当連結会計年度に係る主要な経営指標等につい
ては、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。

会社名 資本金 当 社 の
議決権比率 主要な事業内容

藤田ソリューション
パートナーズ株式会社 90,000千円 100％

産業用機器の販売、通信機器の販売施
工､コンピュータ機器･ＯＡ機器の販売、
ソフトウエアの開発・販売

藤田テクノ株式会社 50,000千円 100％ 産業用機器据付・修理並びに保守
藤田デバイス株式会社 50,000千円 100％ 電子部品の製造・検査・組立
藤田水道受託株式会社 20,000千円 100％ 上下水道施設等の運転維持管理受託業務
F U J I T A  E N G I N E E R I N G
A S I A  P T E . L T D . 1,243千米ﾄﾞﾙ 100％ 技術者派遣

F U J I T A  T E C H N O
MALAYS IA SDN.BHD. 1,000千ﾘﾝｷﾞｯﾄ －

（100％） 空調設備等の管理指導及び営繕工事

⑶ 重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況

当社には該当する親会社はありません。

② 重要な子会社の状況

（注） 当社の議決権比率欄の（　）内は間接所有割合であります。
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⑷ 対処すべき課題
新型コロナウイルスの世界的感染拡大は我が国経済のみならず世界経済に深

刻な影響を及ぼしており、未だ収束時期は見通せない状況にあります。加え
て、ロシアのウクライナ侵攻や為替の動向による経済情勢への影響等、先行き
は非常に不透明であります。当社グループの主力事業の属する建設業界におき
ましても、設備投資の抑制、資材の価格高騰や調達遅れ、さらには工事の中断
や延期といったリスクをぬぐい去ることはできません。

こうした中、当社グループは従業員をはじめ関係者すべての安全を最優先に
しつつ業務の効率化に努め、また、グループの技術と経験を結集させ、社会や
顧客のニーズにトータル・ソリューションで応えることで、収益の拡大と競争
力の強化を図ってまいります。

事　業　区　分 事　　業　　内　　容
建 設 事 業 建築付帯設備の施工（藤田エンジニアリング㈱）

機器販売及び情報システム事業 産業用機器の販売並びに情報通信機器の施工・販売及びソフト
ウエアの開発・販売（藤田ソリューションパートナーズ㈱）

機 器 の メ ン テ ナ ン ス 事 業
空調設備等の修理・保守・据付等（藤田テクノ㈱）
空調設備等の管理指導及び営繕工事（FUJITA TECHNO MALAYSIA 
SDN. BHD.）

電 子 部 品 製 造 事 業 電子部品の製造・検査・組立（藤田デバイス㈱）

そ の 他 水道施設管理受託業務（藤田水道受託㈱）
技術者派遣（FUJITA ENGINEERING ASIA PTE. LTD.）

⑸ 主要な事業内容（2022年3月31日現在）

本　　　　社 群馬県高崎市
支　　　　店 群馬県太田市、栃木県栃木市、埼玉県熊谷市
営　　業　　所 長野県上田市、群馬県渋川市、栃木県宇都宮市、埼玉県さいたま市

藤田ソリューションパートナーズ株式会社 本　社 群馬県高崎市
支　店 群馬県太田市

藤 田 テ ク ノ 株 式 会 社
本　社 群馬県高崎市
支　店 群馬県太田市、埼玉県鶴ヶ島市
営業所 群馬県前橋市、群馬県渋川市

藤 田 デ バ イ ス 株 式 会 社 本　社 群馬県高崎市
工　場 長野県佐久市

藤 田 水 道 受 託 株 式 会 社 本　社 群馬県高崎市
FUJITA ENGINEERING ASIA PTE. LTD. 本　社 シンガポール
FUJITA TECHNO MALAYSIA SDN. BHD. 本　社 マレーシア

⑹ 主要な営業所及び工場（2022年3月31日現在）
① 当社

② 子会社
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事 業 部 門 従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

建 設 事 業 216名 △1名

機器販売及び情報システム事業 91名 △2名

機 器 の メ ン テ ナ ン ス 事 業 124名 ―

電 子 部 品 製 造 事 業 74名 △3名

そ の 他 21名 ―

全 社 （ 共 通 ） 35名 1名

合　　計 561名 △5名

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

251名 ― 41.1歳 14.5年

⑺ 従業員の状況（2022年3月31日現在）
① 企業集団の従業員の状況

（注） 従業員数は就業員数であり、上記のほかに準社員（パート及び嘱託を含む）が197名在
籍しております。

② 当社の従業員の状況

（注） 従業員数は就業員数であり、上記のほかに準社員（パート及び嘱託を含む）が24名在籍
しております。

借 入 先 借 入 残 高

株 式 会 社 群 馬 銀 行 900,000千円

株 式 会 社 八 十 二 銀 行 55,000千円

⑻ 主要な借入先の状況（2022年3月31日現在）

⑼ その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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① 発行可能株式総数 20,000,000株
② 発行済株式の総数 11,700,000株
③ 株 主 数 1,366名
④ 大株主（上位10名）
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

藤 田 　 実 2,305千株 25.25％
藤 田 エ ン ジ 取 引 先 持 株 会 922 10.10
日 東 興 産 株 式 会 社 699 7.66
藤 田 社 員 持 株 会 484 5.31
株 式 会 社 群 馬 銀 行 400 4.38
上 田 八 木 短 資 株 式 会 社 374 4.10
群 馬 土 地 株 式 会 社 240 2.63
光 通 信 株 式 会 社 237 2.60
I N T E R A C T I V E  B R O K E R S  L L C 185 2.03
住 友 生 命 保 険 相 互 会 社 150 1.64

⑤ 当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況
株 式 数 交 付 対 象 者 数

取締役（社外取締役を除く） 5,300株 ６名

⑥ 株式に関する重要な事項

２. 会社の現況
⑴ 株式の状況（2022年3月31日現在）

（注）１. 当社は自己株式を2,567,654株保有しておりますが、上記大株主からは除外しており
ます。

２. 持株比率は自己株式を控除して計算しております。

イ. 当社は2018年６月28日開催の第55期定時株主総会決議に基づき、譲
渡制限付株式報酬制度を導入致しました。これに伴い、当社は2021年
６月29日開催の取締役会において譲渡制限付株式報酬として自己株式
の処分を決議し、同年７月30日付で当社の取締役６名（社外取締役を
除く）及び当社完全子会社の取締役４名に対し自己株式7,700株の処分
を行っております。

ロ. 当社は2021年８月12日開催の取締役会において譲渡制限付株式報酬と
して自己株式の処分を決議し、同年９月27日付で当社の従業員11名及
び当社完全子会社の従業員６名に対し自己株式2,300株の処分を行って
おります。

① 当社役員が保有している職務執行の対価として交付した新株予約権の状況

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権
の状況

⑵ 新株予約権等の状況（2022年3月31日現在）

　該当事項はありません。

　該当事項はありません。
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会社における地位 氏　　名 担当及び重要な兼職の状況
代 表 取 締 役 社 長 藤 田 　 実 藤田ソリューションパートナーズ㈱　代表取締役社長

藤田テクノ㈱　代表取締役社長
藤田デバイス㈱　代表取締役会長
FUJITA ENGINEERING ASIA PTE.LTD.　取締役

常 務 取 締 役 須 藤 久 実 経営管理担当
取 締 役 泉 　 典 浩 技術担当
取 締 役 北 嶋 忠 継 営業担当
取 締 役 長 　 素 啓 品質担当
取 締 役 小 暮 春 人
取 締 役 花 崎 　 哲 ぐんぎんリース㈱　代表取締役社長

㈱群馬銀行　顧問
常 勤 監 査 役 清 水 耕 司
監 査 役 室 賀 康 志 室賀法律事務所所長
監 査 役 信 澤 山 洋 信澤公認会計士事務所所長

氏　　名 退任日 退任事由 退任時の地位・担当及び
重要な兼職の状況

鈴 木 昇 司 2021年6月29日 任期満了 専務取締役
五 十 嵐 　 富 三 郎 2021年6月29日 任期満了 社外取締役

⑶ 会社役員の状況
① 取締役及び監査役の状況（2022年3月31日現在）

（注）１. 取締役花崎哲氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
２. 監査役室賀康志氏及び監査役信澤山洋氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役

であります。
３. 監査役信澤山洋氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程

度の知見を有しております。
４. 当社は、取締役花崎哲氏並びに監査役室賀康志氏及び監査役信澤山洋氏を東京証券取

引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

② 事業年度中に退任した取締役及び監査役

③ 責任限定契約の内容の概要
　　当社と社外取締役及び各社外監査役との間で会社法第427条第１項の規定

に基づき、同法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として同法第
423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

④ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を

保険会社との間で締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は当社
の取締役、監査役及び当社の子会社の役員であり、保険料は会社が負担して
おります。

　　当該保険契約の内容の概要は、被保険者である対象役員が、その職務の執
行に関し責任を負うことまたは当該責任の追及に係る請求を受けることによ
って生ずることのある損害を保険会社が填補するものであり、契約期間は1
年としその後も同内容で更新することを予定しております。

　　なお、填補する額については、当該役員の職務の執行の適正性が損なわれ
ないようにするために、限度額を設ける措置を講じております。
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⑤ 取締役及び監査役の報酬等
イ. 役員報酬等の内容の決定に関する方針等

　当社は、2021年2月12日開催の取締役会において、取締役の個人別の
報酬等の内容に係る決定方針を決議致しました。また、取締役会は、当事
業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法
及び決定された報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合して
いることを認識しており、当該決定方針に沿うものであると判断しており
ます。
　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次のとおりです。
a. 基本方針

当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブ
として十分に機能するよう株主利益と共有した報酬体系とし、個々の取
締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすることを
基本方針とする。具体的には、毎月の固定報酬である基本報酬、毎年一
定の時期に決定する役員賞与及び譲渡制限付株式報酬等より構成し、監
督機能を担う社外取締役については、その職務に鑑み、基本報酬のみと
する。

b. 基本報酬（金銭報酬）等の個人別の報酬等の額の決定に関する方針
当社の取締役の基本報酬及び役員賞与の額は、株主総会で決議された報
酬総額の範囲内において、取締役の職位、職責及び業績など総合的に勘
案したうえで、取締役会の決議により決定するものとする。
また、役員退職慰労金については、取締役の職位に基づき、毎年度、引
当金を計上するものとする。

c. 非金銭報酬の額または数の算定方法の決定に関する方針
非金銭報酬としての譲渡制限付株式の割当ては、取締役（社外取締役を
除く。）の中長期的な企業価値向上に対する士気等を高めることを目的
に、取締役の職位、業績等を総合的に勘案し取締役会の決議に基づき決
定するものとする。

d. 取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
個人別の報酬額については、取締役会決議に基づき代表取締役藤田実が
具体的内容について委任を受けるものとし、その委任理由は、当社全体
の業績等を勘案しつつ各取締役の評価を行うには代表取締役が適してい
るものと判断しており、また、権限の内容は、基本報酬及び各取締役の
職位、職責、業績等を考慮した役員賞与の額ならびに株式報酬の割当株
式数とする。なお、代表取締役は取締役会の決議に先立ち、独立社外取
締役及び社外監査役へ事前に詳細な説明を行い、客観的な立場から助言
を得る等、適正性を確保し決定するものとする。
なお、基本報酬（金銭報酬）及び非金銭報酬の割合については、事業年度
における事業環境等を総合的に勘案して流動的に決定するものとする。
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区 分
報 酬 等 の
総 額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数

（人）基 本 報 酬 非金銭報酬 役員賞与引
当金繰入額

役 員 退 職
慰労引当金
繰 入 額

取締役
（社外取締役を除く） 113,975 73,800 5,575 26,000 8,600 7

監査役
（社外監査役を除く） 6,150 5,700 ― ― 450 1

社外取締役 3,030 2,850 ― ― 180 2

社外監査役 3,030 2,760 ― ― 270 2

合 計 126,185 85,110 5,575 26,000 9,500 12

ロ. 当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１. 上表には、2021年６月29日開催の第58期定時株主総会終結の時をもって退任した取
締役２名（うち社外取締役１名）を含んでおります。

２. 取締役への報酬総額は、1990年５月18日開催の第27期定時株主総会において年額
200,000千円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時の取締役の員数
は、14名です。また、これとは別枠で、2018年６月28日開催の第55期定時株主総
会において、取締役（社外取締役を除く）に対し譲渡制限付株式報酬制度を導入し、
その総額は年額50,000千円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時の
取締役の員数は、５名（社外取締役を除く）です。

３. 非金銭報酬の内容は当社の株式であり、割当ての際の条件等は「イ．役員報酬等の内
容の決定に関する方針等」のとおりであります。また、当事業年度における交付状況
は「２．（１）⑤当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式
の状況」に記載しております。

４. 監査役への報酬総額は、1997年６月27日開催の第34期定時株主総会において年額
20,000千円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時の監査役の員数
は、４名です。
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出席状況、発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取締役　花　崎　　　哲

2021年6月29日就任以降、当事業年度に開催された取締役会5回の
うち5回出席し、主に企業経営者としての豊富な経験と幅広い見識
を活かし、経営から独立した中立的な立場で取締役会では積極的に
質問・助言を行うなど、意思決定の妥当性・適正性を確保するため
の適切な役割を果たしております。

監査役　室　賀　康　志

当事業年度に開催された取締役会7回のうち7回、監査役会8回のう
ち8回出席し、弁護士としての専門的見地から、主に取締役会にお
いて、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言
を行っております。また、監査役会において、適宜、必要な発言を
行っております。

監査役　信　澤　山　洋

当事業年度に開催された取締役会7回のうち7回、監査役会8回のう
ち8回出席し、公認会計士としての豊富な経験と専門的見地から、
主に取締役会において、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確
保するための発言を行っております。また、監査役会において、適
宜、必要な発言を行っております。

⑥ 社外役員に関する事項
イ. 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役花崎哲氏は、ぐんぎんリース株式会社の代表取締役社長及び株式
会社群馬銀行の顧問でありますが、当社と各兼職先との間には特別の関
係はありません。

・監査役室賀康志氏は、室賀法律事務所所長でありますが、当社と兼職先
との間には特別の関係はありません。

・監査役信澤山洋氏は、信澤公認会計士事務所所長でありますが、当社と
兼職先との間には特別の関係はありません。

ロ. 当事業年度における主な活動状況

（注） 上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第25条の規定に基づ
き、取締役会決議があったものとみなす書面決議が１回ありました。
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支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 29,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額 29,000千円

⑷ 会計監査人の状況
① 名称　　　　　　　　有限責任監査法人　トーマツ

② 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法
に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません
ので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しており
ます。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況及び報酬見積り
の算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人
の報酬等の額について同意しております。

３. 当社の重要な子会社のうち海外子会社につきましては、当社の会計監査人以外の会計
監査人の監査を受けております。

③ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ
ると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に
関する議案の内容を決定致します。
また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると
認められる場合、監査役会は監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任
致します。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集され
る株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告致しま
す。

④ 責任限定契約の内容の概要
当社と会計監査人有限責任監査法人トーマツは、会社法第427条第１項の

規定に基づく、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約は締結し
ておりません。
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３. 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
⑴ 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

当社は、当社及びその子会社（グループ会社）からなる企業集団（以下「当社グ
ループ」という。）において、会社法及び会社法施行規則に定める「業務の適正を
確保するための体制」を取締役会にて決議しております。その概要は、当事業年度
末日現在、以下のとおりであります。
① 当社グループの取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを
確保するための体制
イ. 企業倫理規程を制定し、当社グループの全役職員が法令・定款及び社会規範

を遵守した行動をとるための規範とする。
ロ. その徹底を図るため、社長を議長とする藤田グループ経営会議（構成員は当

社グループの業務執行部門を管掌する取締役）において、グループ会社全社
横断的なコンプライアンス体制の整備と問題点の把握に努めるとともに、コ
ンプライアンス上の重要な問題を審議し、その結果を取締役会に報告する。
また、各取締役は、各業務部門固有のコンプライアンスリスクを分析し、そ
の対策を具現化する。

ハ. 内部監査室は、コンプライアンスの状況を監査し、その結果について藤田グ
ループ経営会議及び取締役会並びに監査役会に報告するものとする。

② 当社グループの取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
イ. 「文書管理規定」に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書又は電磁的媒

体（以下「文書等」という。）に記録し、保存する。取締役及び監査役は、
「文書管理規定」により、常時これらの文書等を閲覧できるものとする。

ロ. 情報セキュリティについては、「情報システム管理規定」に基づいてセキュ
リティの確保を図るとともに、継続的にその改善を図る。

③ 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　コンプライアンス、環境、災害、品質、情報セキュリティ等に係るリスクに
ついては、それぞれの担当部署にてガイドラインの制定、研修の実施、マニュ
アルの作成・配布等を行うものとし、組織横断的なリスク状況の監視及びグル
ープ会社全社的対応は総務部門が行うものとする。また、新たに発生したリス
クについては、「経営リスク管理規定」及び「危機管理規定」に基づき、対策
を具現化する。

④ 当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための
体制
　当社グループは経営目標を明確に設定し、その達成についてＩＴ技術を活用
した合理的評価の実施と、その結果が確実に取締役会及び各取締役並びに経営
管理者に伝達される仕組みを構築し、これを活用した経営改善を全社的に検討
することにより、職務執行の効率化を図る。また、効率性管理のため以下の方
法を行う。
イ. 経営目標の浸透を図るとともに、この目的に基づく中期経営計画を策定し、

これを具現化するため、取締役会は中期経営計画に基づき毎期の業績目標と
予算を設定する。

ロ. 四半期毎の業績は、藤田グループ経営会議に報告され、事業部門毎の業績管
理を実施するとともに、各取締役は具体的な施策や改善にその結果を活用す
る。
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⑤ 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
イ. 当社グループにおける内部統制システムの構築を目指し、当社総務部門をグ
ループ全体の内部統制システムに関する担当部署とし、これらを横断的に推
進、管理する。

ロ. 当社取締役、部支店長及びグループ会社の取締役は、各部門の業務執行の適
正を確保する内部統制システムの確立と運用に関する権限と責任を有する。

ハ. 当社の内部監査室は、当社グループの内部監査を実施し、その結果を藤田グ
ループ経営会議、取締役会、監査役会、グループ内部統制担当部署及びロ.
の責任者に報告する。グループ内部統制担当部署は必要に応じて、内部統制
の改善策の指導、実施の支援・助言を行う。

ニ. 藤田グループ経営会議において、内部統制システムに関する協議、情報の共
有化を実施し、指示・伝達を効率的に行う。

ホ. 当社のグループ会社に関する管理は、「グループ会社管理規定」に基づき行
い、グループ会社の経営内容を的確に把握するため重要な事項については、
藤田グループ経営会議に報告をする体制をとる。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使
用人に関する事項、当該使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使
用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
イ. 監査役がその職務を補助する使用人を求めた場合は、必要に応じ監査役付担

当者を選任する。
ロ. 当該使用人が他部署と兼務する場合は、監査役に係る指示をうけた業務を優

先し、従事するものとする。
ハ. 当該従業員の人事異動､評価等については､監査役の意見を尊重し対処する。

⑦ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制及びその他の監査役への報告
に関する体制並びに報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な扱
いを受けないことを確保するための体制
イ. 当社グループの取締役は監査役に対して法定の事項に加え、当社グループに

重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況、その他コンプライアンス上
重要な事項をすみやかに報告する体制を整備する。報告の方法（報告者、報
告受領者、報告時期等）については、取締役と監査役との協議により決定す
るものとする。

ロ. 当社グループの使用人は当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事
項、法令・定款違反に関する重大な事実を発見した場合、また、グループ会
社の役職員からこれらの報告を受けた者は、監査役に直接報告することがで
きるものとする。

ハ. 当社グループの役職員が、当社監査役に対して情報提供をしたことを理由と
した不利益な処遇は一切行わない。また、全役職員が利用可能な内部通報制
度が設けられており、当該通報を行ったことで、通報者が不利益を受けるこ
とが無いよう「内部通報規定」により厳格な情報管理を行う。

⑧ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職
務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
　当社グループは監査役による監査に協力し、監査役の職務の執行に必要と認め
られる費用について、遅滞なく前払又は償還の手続を行うものとする。

⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査役と代表取締役社長との間の定期的な意見交換会を設定する。また、必要
に応じて弁護士、会計士より監査業務に関する助言を受ける機会を保証する。
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⑵ 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
① コンプライアンス体制について
　当社グループの全役職員が法令・定款及び社会規範を遵守した行動をとるた
めの企業倫理規程を制定しております。藤田グループ経営会議（構成員は当社
グループの業務執行部門を管掌する取締役）では、グループ会社全社横断的な
コンプライアンス体制の整備と問題点の把握に努めるとともに、コンプライア
ンス上の重要な問題を審議し、その結果を取締役会に報告しております。ま
た、各取締役は、各業務部門固有のコンプライアンスリスクを分析し、その対
策を具現化し不正行為等の未然防止に努めております。さらに、「倫理行動基
準」を含む「藤田グループ行動理念」を定め、これを小冊子にして全役職員へ
配付し、当該理念の周知徹底を図っております。また、内部通報制度及び外部
通報制度を整備し、コンプライアンスの一層の強化に努めております。
　内部監査は、内部監査室４名が担当し業務の適正性を内部監査の主眼に据え
実施しております。また、監査結果を藤田グループ経営会議及び取締役会並び
に監査役会に報告し、必要に応じて勧告を行い、内部統制の充実に努めており
ます。

② 情報保存管理体制について
　取締役の職務執行に係る情報は「文書管理規定」に従い、文書または電磁的
媒体に記録・保存し、取締役は常時これらの文書等を閲覧できる体制を整えて
おります。
　また、情報セキュリティについては、「情報システム管理規定」を制定し、
セキュリティの確保を図っております。

③ リスク管理体制について
　企業活動に伴う様々なリスクに対しては、「経営リスク管理規定」及び「危
機管理規定」に不測の事態が発生した場合の対応機関等、即応する体制と対処
策を定めることにより、被害・損失の極小化を図っております。

④ 効率的な職務執行体制について
　経営方針、計画を迅速に実行するため、社長を議長とする藤田グループ経営
会議を毎月原則２回開催し、業務執行に関する重要な政策及び戦略立案、経営
重要事項の審議・決定を行っております。
　また、「グループ会社管理規定」に基づきグループ各社の経営状況や利益計
画の進捗󠄁状況を管理するため、重要事項については藤田グループ経営会議に報
告する体制を整えております。

⑤ 監査役の監査体制に関する事項について
　取締役が監査役に対して法定事項の他、コンプライアンス上重要な事項等を
報告する体制を整備するとともに、使用人が法令・定款違反に関する重大な事
実等を発見した場合も、監査役に直接報告できる体制を整えております。
　また、全役職員が利用可能な内部通報制度を設け、当該通報を行ったこと
で、通報者が不利益を受けることが無いよう「内部通報規定」により情報管理
を行っております。
　監査役は重要な意思決定の過程や業務執行の状況を把握するために、社長と
の定期的な意見交換の場を設けております。監査役は必要な助言や意見表明を
行うと共に適時に弁護士、会計士から意見を求めることで、監査の実効性を確
保しております。
　監査役監査をより有効に機能させるため、監査役付担当者を配置し、職務の
執行に必要と認められる費用については適正に処理を行っております。
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（2022年3月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

完 成 工 事 未 収 入 金

売 掛 金

契 約 資 産

未 成 工 事 支 出 金

商 品

仕 掛 品

材 料 貯 蔵 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物

機械・運搬具・工具器具・備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金　

19,595,637

8,241,746

269,097

2,194,760

2,703,512

2,513,705

2,498,459

162,271

106,880

455,404

32,194

426,432

△8,829

7,595,232

3,308,288

924,033

123,876

2,132,462

118,707

9,207

79,600

4,207,344

3,684,166

227,735

372,971

150,506

△228,035　

流 動 負 債 10,201,278
支 払 手 形 3,207,852
電 子 記 録 債 務 152,172
工 事 未 払 金 1,762,687
買 掛 金 1,520,535
短 期 借 入 金 955,000
リ ー ス 債 務 39,330
未 払 法 人 税 等 560,403
契 約 負 債 592,094
完成工事補償引当金 23,023
賞 与 引 当 金 381,945
役 員 賞 与 引 当 金 53,500
工 事 損 失 引 当 金 48,647
そ の 他 904,085

固 定 負 債 1,470,426
リ ー ス 債 務 82,141
役員退職慰労引当金 99,745
退職給付に係る負債 1,280,695
そ の 他 7,843

負 債 合 計 11,671,705
純 資 産 の 部
科 目 金 額

株 主 資 本 14,923,643
資 本 金 1,029,213
資 本 剰 余 金 820,880
利 益 剰 余 金 14,298,525
自 己 株 式 △1,224,975

その他の包括利益累計額 595,521
その他有価証券評価差額金 542,794
為 替 換 算 調 整 勘 定 52,727

純 資 産 合 計 15,519,165
資 産 合 計 27,190,870 負 債 ・ 純 資 産 合 計 27,190,870

連 結 貸 借 対 照 表
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（2021年4月　1日から
2022年3月31日まで）

（単位：千円）
科 目 内 訳 金 額

売 上 高 27,708,983
売 上 原 価 23,349,731

売 上 総 利 益 4,359,252
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,458,193

営 業 利 益 1,901,058

営 業 外 収 益
受 取 利 息 13,933
受 取 配 当 金 20,854
仕 入 割 引 3,729
受 取 褒 賞 金 16,158
固 定 資 産 賃 貸 料 11,993
保 険 配 当 金 11,757
為 替 差 益 49,371
受 取 手 数 料 14,582
補 助 金 収 入 1,023
受 取 保 険 金 9,398
そ の 他 11,012 163,813

営 業 外 費 用
支 払 利 息 5,762
固 定 資 産 除 却 損 46
固 定 資 産 賃 貸 費 用 2,316
投 資 有 価 証 券 評 価 損 9,000
支 払 保 証 料 584 17,710

経 常 利 益 2,047,161
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,047,161
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 710,039
法 人 税 等 調 整 額 △35,375 674,663
当 期 純 利 益 1,372,498
非支配株主に帰属する当期純利益 －
親会社株主に帰属する当期純利益 1,372,498

連 結 損 益 計 算 書
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（2021年4月　1日から2022年3月31日まで）
（単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,029,213 815,295 13,188,653 △1,229,745 13,803,416

会計方針の変更によ
る累積的影響額 11,194 11,194

会計方針の変更を反映
した当期首残高 1,029,213 815,295 13,199,848 △1,229,745 13,814,611

当期変動額

剰余金の配当 △273,820 △273,820

親会社株主に帰属す
る当期純利益 1,372,498 1,372,498

自己株式の処分 5,584 4,770 10,354

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当期変動額合計 － 5,584 1,098,677 4,770 1,109,032

当期末残高 1,029,213 820,880 14,298,525 △1,224,975 14,923,643

その他の包括利益累計額
純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算
調整勘定

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 498,882 61,192 560,074 14,363,491

会計方針の変更によ
る累積的影響額 11,194

会計方針の変更を反映
した当期首残高 498,882 61,192 560,074 14,374,685

当期変動額

剰余金の配当 △273,820

親会社株主に帰属す
る当期純利益 1,372,498

自己株式の処分 10,354

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) 43,912 △8,465 35,447 35,447

当期変動額合計 43,912 △8,465 35,447 1,144,479

当期末残高 542,794 52,727 595,521 15,519,165

連結株主資本等変動計算書
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会社名 　決算日
FUJITA ENGINEERING ASIA PTE. LTD. 12月31日
FUJITA TECHNO MALAYSIA SDN. BHD. 12月31日
藤田テクノ㈱ ３月20日

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１. 連結の範囲に関する事項

(１) 連結子会社の数及び連結子会社の名称
連結子会社の数　　　　　６社
連結子会社の名称

藤田ソリューションパートナーズ㈱、藤田テクノ㈱、藤田デバイス㈱、
藤田水道受託㈱、FUJITA ENGINEERING ASIA PTE. LTD.、
FUJITA TECHNO MALAYSIA SDN. BHD.

(２) 非連結子会社の名称等
非連結子会社の名称

㈱藤田ビジコン、日本ルフト㈱
連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分
に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要
な影響を及ぼしていないためであります。

２. 持分法の適用に関する事項
(１) 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社はありません。
(２) 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の名称等

非連結子会社の名称
㈱藤田ビジコン、日本ルフト㈱

関連会社の名称
THANG UY TRADING CO.,LTD

持分法を適用していない理由
持分法を適用していない非連結子会社または関連会社は、当期純損益（持分に見合う
額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結
計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないためでありま
す。

３. 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。

連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に
重要な取引が生じた場合には、連結上必要な調整を行うこととしております。
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４. 会計方針に関する事項
(１) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的の債券
　　償却原価法（定額法）
その他有価証券
イ. 市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定）

ロ. 市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法
未成工事支出金

個別法による原価法
商品

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法に
より算定）

仕掛品
個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法によ
り算定）

材料貯蔵品
最終仕入原価法

(２) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用し
ております。
なお、主な耐用年数は、建物31～50年、建物附属設備15～17年であります。

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は、自社利用のソフトウエア５年であります。

③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(３) 引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し回収不能見込額を計上してお
ります。

② 完成工事補償引当金
完成工事に係る瑕疵担保等の費用に備えるため、完成工事高に対する将来の見積補償額
を計上しております。
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③ 賞与引当金
従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度の負
担額を計上しております。

④ 役員賞与引当金
役員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上してお
ります。

⑤ 工事損失引当金
受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末手持工事のうち損失の発生
が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積ることができる工事について、損失見込額
を計上しております。

⑥ 役員退職慰労引当金
当社は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給
額を計上しております。

(４) 収益及び費用の計上基準
主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以下のとおりで
あります。
なお、取引の対価は履行義務を充足してから概ね１年以内に回収されているため、重大な
金融要素は含んでおりません。

① 建設事業
建設事業においては、工事請負契約を締結しており、長期の契約については、一定の期
間にわたり履行義務が充足されると判断し、工事の進捗󠄁度に基づき収益を認識しており
ます。進捗󠄁度の測定は、予想される工事原価総額に対する工事原価の発生状況に応じた
割合により、また、合理的に進捗󠄁を見積れない場合は原価回収基準により行っておりま
す。
工期がごく短い契約については、一定の期間における収益は認識せず、すべての履行義
務を充足した時点で収益を認識する代替的な取扱いを適用しております。

② 機器販売及び情報システム事業
産業用機器、情報通信機器及びソフトウエアの販売については、商品、製品等の引き渡
しもしくは出荷が完了した時点で、また、情報通信機器の施工及びソフトウエアの開発
については、顧客が検収した時点で履行義務が充足されたものと判断し収益を認識して
おります。

③ 機器のメンテナンス事業
空調設備機器等の保守契約については、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判
断できる場合は、契約期間の経過もしくは原価の発生状況に応じて収益を認識しており
ます。なお、これらを合理的に見積れない場合は、契約期間の満了をもって収益を認識
しております。
また、機器等の修理及び整備については、顧客が検収した時点で履行義務が充足された
ものと判断し収益を認識しております。

④ 電子部品製造事業
電子部品の検査及びせん別・組立については、加工等の作業を完了させ、製品を顧客に
引き渡した時点で、また、機械装置の製造については、引き渡した装置を顧客が検収し
た時点で履行義務が充足されたものと判断し収益を認識しております。
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(５) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
退職給付に係る会計処理の方法
退職給付に係る連結会計年度末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便
法を適用しております。

（会計方針の変更に関する注記）
（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識
会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財またはサービスの
支配が顧客に移転した時点で、当該財またはサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で
収益を認識することと致しました。これにより、従来、工事で完成基準を適用していたもの
及び保守契約の満了時に収益を計上していたもののうち、工事や保守の途中において財・サ
ービスの移転が明らかである案件については、一定の期間にわたり履行義務の充足に伴い収
益を認識する方法に変更しております。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的
な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡󠄁及適用した場合
の累積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな
会計方針を適用しております。ただし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当
連結会計年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識し
た契約に、新たな会計方針を遡󠄁及適用しておりません。また、収益認識会計基準第86項また
書き（１）に定める方法を適用し、当連結会計年度の期首より前までに行われた契約変更に
ついて、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的
影響額を当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減しております。
この結果、当連結会計年度の売上高は22,296千円増加し、売上原価は11,685千円増加し、
営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ10,611千円増加しております。
また、利益剰余金の当期期首残高は11,194千円増加しております。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算
定会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及
び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定
める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を将来にわたっ
て適用することと致しました。これによる連結計算書類への影響はありません。
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工事の進捗󠄁度に応じて計上した売上高 11,239,938千円

現金預金 120,000千円
建物・構築物 14,735千円
土地 90,825千円
投資その他の資産の「その他」（差入保証金） 5,897千円
計 231,457千円

買掛金 91,000千円
短期借入金 320,000千円
計 411,000千円

２. 有形固定資産の減価償却累計額 3,353,936千円

（会計上の見積りに関する注記）
工事契約における収益認識
(１) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

(２) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容
収益認識会計基準における工事の進捗󠄁度は、見積りの工事原価総額に占める当連結会計年
度までの累計発生原価の割合をもって測定しております。
見積り工事原価総額は、個々の工事案件ごとに設計や施工の内容、また、作業工数等に基
づいて算定しており、工事の進捗󠄁に伴いその見直しの要否を継続的に検討しております。
当該見積りは、資材価格や作業工数等の想定を超える著しい変動が生じた場合には、翌連
結会計年度以降の業績に影響を与える可能性があります。

（追加情報）
新型コロナウイルスの感染拡大は我が国経済に重大な影響を及ぼしており、その収束が見通せ
ない状況にありますが、当連結会計年度において当社グループの経営環境や事業活動に大きな
支障は生じていないことから、現時点では、事業への影響は限定的であるとの仮定のもと会計
上の見積りを行っております。
なお、新型コロナウイルス感染症がさらに深く経済に影響を与えた場合、翌連結会計年度以降
の業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

（連結貸借対照表に関する注記）
１. 担保に供している資産及び担保に係る債務

(１) 担保に供している資産

(２) 担保に係る債務
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普通株式 11,700,000株

決議 株式の
種類 配当金の総額 １株当たり

配当額 基準日 効力発生日

2021年 6 月29日
定時株主総会

普通
株式 136,835千円 15円 2021年 3 月31日 2021年 6 月30日

2021年11月12日
取締役会

普通
株式 136,985千円 15円 2021年 9 月30日 2021年12月 6 日

計 273,820千円

① 配当金の総額 155,249千円
② １株当たり配当額 17円
③ 基準日 2022年３月31日
④ 効力発生日 2022年６月30日

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１. 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

２. 配当に関する事項
(１) 配当金支払額

(２) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる
もの

2022年６月29日開催予定の第59期定時株主総会において、普通株式の配当に関する
事項を次のとおり付議致します。

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

（金融商品に関する注記）
１. 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金及び安全性の高い金融資産に限定してお
り、資金調達については銀行等金融機関からの借入金によっております。
受取手形、電子記録債権、完成工事未収入金及び売掛金に係る顧客の信用リスクについて
は、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況を定期的または随時に把握す
ることにより、その低減を図っております。また、投資有価証券は株式等であり、市場価格
の変動リスクに晒されておりますが、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しておりま
す。
短期借入金の使途は運転資金であります。
なお、デリバティブ取引は行っておりません。
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連結貸借対照表
計上額 時価 差額

⑴ 投資有価証券
　　①満期保有目的の債券
　　②その他有価証券
⑵ 長期貸付金
　　　　貸倒引当金(＊4)

2,404,390
1,223,061

227,735
△227,735

2,399,370
1,223,061

△5,020
－

－ － －
　資産計 3,627,451 3,622,431 △5,020

リース債務
　　（１年内返済予定のリース債務含む）

121,472 121,888 416

　負債計 121,472 121,888 416

レベル１の時価： 同一の資産または負債の活発な市場における（無調整の）相場価格によ
り算定した時価

レベル２の時価： レベル１のインプット以外の直接または間接的に観察可能なインプット
を用いて算定した時価

レベル３の時価： 重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

２. 金融商品の時価等に関する事項
2022年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の
とおりであります。

（単位：千円）

　(＊1) 「現金預金」については、現金であること、及び預金は短期間で決済されるため時
価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

　(＊2) 「受取手形」、「電子記録債権」、「完成工事未収入金」、「売掛金」、「支払手
形」、「電子記録債務」、「工事未払金」、「買掛金」、「短期借入金」及び「未払
法人税等」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであ
ることから、記載を省略しております。

　(＊3) 市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額56,714千円）は、「(1)投資有価証
券」には含めておりません。

　(＊4) 長期貸付金に対応する個別貸倒引当金を全額引当てているため、時価の算定をして
おりません。

(注) 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下
の３つのレベルに分類しております。

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプ
ットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価
を分類しております。

資産
投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引さ
れているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。一方で、当社が
保有している社債は、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格と
は認められないため、その時価をレベル２の時価に分類しております。
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事業セグメント

合計
建設事業

機器販売
及び情報
システム

事業

機器のメ
ンテナン
ス事業

電子部品
製造事業 その他

一時点で移転される財・
サービス 2,818,789 4,525,849 3,778,714 1,933,998 57,694 13,115,045

一定の期間にわたり移転
される財・サービス 13,014,614 ― 1,317,972 ― 261,351 14,593,937

顧客との契約から生じる
収益 15,833,403 4,525,849 5,096,686 1,933,998 319,045 27,708,983

外部顧客への売上高 15,833,403 4,525,849 5,096,686 1,933,998 319,045 27,708,983

１株当たり純資産額 1,699.36円
１株当たり当期純利益 150.35円

負債
リース債務

リース債務の時価については、元利金の合計額を新規に同様のリース取引を行っ
た場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の
時価に分類しております。

（収益認識に関する注記）
１. 収益の分解

（単位：千円）

２. 収益を理解するための基礎となる情報
「（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）４.（４）収益及び
費用の計上基準」に記載のとおりであります。

３. 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
(１) 過去の期間に充足（または部分的に充足）した履行義務について当期に認識した収益の金額

過去の期間に充足（または部分的に充足）した履行義務に関して、当連結会計年度に認識さ
れた収益の金額は106,611千円であります。これは主に、当期において発生した追加工事
により契約金額が変更したことや原価低減等により実行予算の見直しを行ったこと等による
ものです。

(２) 残存履行義務に配分した取引価格
当社及び子会社において、長期にわたり収益が認識される契約を有する事業セグメントは
主に建設事業であり、当該事業の残存履行義務を期間別に配分した場合、すべての履行義
務は３年以内に充足され、また、このうち約６割は１年以内に完全に充足される見込みで
あります。

（１株当たり情報に関する注記）

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。
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（2022年3月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 12,824,277 流 動 負 債 7,965,106
現 金 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
完 成 工 事 未 収 入 金
契 約 資 産
未 成 工 事 支 出 金
仕 掛 品
材 料 貯 蔵 品
前 払 費 用
未 収 入 金
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 ・ 構 築 物
機 械 ・ 運 搬 具
工 具 器 具 ・ 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
無 形 固 定 資 産
借 地 権
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他
投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関係会社長期貸付金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
会 員 権
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

5,443,582
62,104

1,663,359
2,703,699
2,387,294
164,451
5,096
13,193
21,881
88,716
270,897
7,005,777
2,102,627
521,946

127
11,441

1,555,082
14,030
47,444
6,499
34,790
6,154

4,855,705
3,252,403
1,361,306
246,604
1,434
6,560
46,640
37,383
△96,628　

支 払 手 形 2,864,300
工 事 未 払 金 2,228,384
短 期 借 入 金 750,000
リ ー ス 債 務 8,935
未 払 金 56,254
未 払 消 費 税 等 72,610
未 払 費 用 65,582
未 払 法 人 税 等 265,212
契 約 負 債 495,776
預 り 金 909,592
完成工事補償引当金 23,023
賞 与 引 当 金 150,786
役 員 賞 与 引 当 金 26,000
工 事 損 失 引 当 金 48,647

固 定 負 債 688,390
リ ー ス 債 務 5,389
退 職 給 付 引 当 金 578,765
役員退職慰労引当金 99,745
資 産 除 去 債 務 4,490

負 債 合 計 8,653,497
純 資 産 の 部
科 目 金 額

株 主 資 本 10,656,323
資 本 金 1,029,213
資 本 剰 余 金 820,880
資 本 準 備 金 805,932
そ の 他 資 本 剰 余 金 14,948
利 益 剰 余 金 10,031,206
利 益 準 備 金 166,578
そ の 他 利 益 剰 余 金 9,864,627
固定資産圧縮積立金 92,510
別 途 積 立 金 4,251,000
繰 越 利 益 剰 余 金 5,521,117

自 己 株 式 △1,224,975
評価・換算差額等 520,233
その他有価証券評価差額金 520,233
純 資 産 合 計 11,176,556

資 産 合 計 19,830,054 負 債 ・ 純 資 産 合 計 19,830,054

貸　借　対　照　表
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（2021年4月　1日から2022年3月31日まで）
（単位：千円）

科 目 内 訳 金 額

売 上 高 15,839,019
売 上 原 価 13,734,659
売 上 総 利 益 2,104,359

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,351,530
営 業 利 益 752,828

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 269,192
固 定 資 産 賃 貸 料 56,590
受 取 事 務 手 数 料 83,655
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 15,851
そ の 他 54,682 479,971

営 業 外 費 用
支 払 利 息 2,911
固 定 資 産 賃 貸 費 用 29,514
投 資 有 価 証 券 評 価 損 9,000
そ の 他 630 42,056
経 常 利 益 1,190,743

税 引 前 当 期 純 利 益 1,190,743
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 298,814
法 人 税 等 調 整 額 △1,406 297,408
当 期 純 利 益 893,335

損　益　計　算　書
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（2021年4月　1日から2022年3月31日まで）
（単位：千円）

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合計資本

準備金
その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計

固 定 資 産
圧縮積立金

別 途
積 立 金

繰越利益
剰余金

当期首残高 1,029,213 805,932 9,363 815,295 166,578 97,498 4,251,000 4,896,614 9,411,691 △1,229,745 10,026,454

当期変動額
固定資産圧縮
積立金の取崩 － △4,988 4,988 － －

剰余金の配当 － △273,820 △273,820 △273,820

当 期 純 利 益 － 893,335 893,335 893,335
自己株式の
処 分 5,584 5,584 4,770 10,354
株主資本以外
の項目の当期
変動額(純額)

当期変動額合計 － － 5,584 5,584 － △4,988 － 624,502 619,514 4,770 629,869

当期末残高 1,029,213 805,932 14,948 820,880 166,578 92,510 4,251,000 5,521,117 10,031,206 △1,224,975 10,656,323

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券

評価差額金
評価・換算
差額等合計

当期首残高 479,821 479,821 10,506,275

当期変動額
固定資産圧縮
積立金の取崩 －

剰余金の配当 △273,820

当 期 純 利 益 893,335
自己株式の
処 分 10,354
株主資本以外
の項目の当期
変動額(純額)

40,412 40,412 40,412

当期変動額合計 40,412 40,412 670,281

当期末残高 520,233 520,233 11,176,556

株主資本等変動計算書
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（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１. 資産の評価基準及び評価方法

(１) 有価証券の評価基準及び評価方法
① 満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）
② 子会社株式

移動平均法による原価法
③ その他有価証券

イ. 市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定）

ロ. 市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

(２) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
① 未成工事支出金

個別法による原価法
② 材料貯蔵品

最終仕入原価法

２. 固定資産の減価償却の方法
(１) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用して
おります。
なお、主な耐用年数は、建物31～50年、建物附属設備15～17年であります。

(２) 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は、自社利用のソフトウエア５年であります。

(３) リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３. 引当金の計上基準
(１) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し回収不能見込額を計上しておりま
す。

(２) 完成工事補償引当金
完成工事に係る瑕疵担保等の費用に備えるため、完成工事高に対する将来の見積補償額を
計上しております。

(３) 賞与引当金
従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を
計上しております。
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(４) 役員賞与引当金
役員賞与の支出に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき計上しておりま
す。

(５) 工事損失引当金
受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末手持工事のうち損失の発生が見込
まれ、かつ、その金額を合理的に見積ることができる工事について、損失見込額を計上し
ております。

(６) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における自己都合要支給額に基づき計上し
ております。

(７) 役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支給額を計上してお
ります。

４. 収益及び費用の計上基準
請負工事のうち長期の契約については、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断
し、工事の進捗󠄁度に基づき収益を認識しております。進捗󠄁度の測定は、予想される工事原価
総額に対する工事原価の発生状況に応じた割合により、また、合理的に進捗󠄁を見積れない場
合は原価回収基準により行っております。
工期がごく短い契約については、一定の期間における収益は認識せず、すべての履行義務を
充足した時点で収益を認識する代替的な取扱いを適用しております。
主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以上のとおりであり、取引の対価につ
いては履行義務を充足してから概ね１年以内に回収されているため、重大な金融要素は含ん
でおりません。

（会計方針の変更に関する注記）
（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識
会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財またはサービスの支配
が顧客に移転した時点で、当該財またはサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益
を認識することと致しました。これにより、従来、工事で完成基準を適用していたもの及び
保守契約の満了時に収益を計上していたもののうち、工事や保守の途中において財・サービ
スの移転が明らかである案件については、一定の期間にわたり履行義務の充足に伴い収益を
認識する方法に変更しております。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的
な取扱いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡󠄁及適用した場合の累
積的影響額を、当事業年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針
を適用しております。ただし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当事業年度
の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新
たな会計方針を遡󠄁及適用しておりません。また、収益認識会計基準第86項また書き（１）に
定める方法を適用し、当事業年度の期首より前までに行われた契約変更について、すべての
契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を当事業年
度の期首の利益剰余金に加減しております。
この結果、当事業年度の売上高は21,825千円増加し、売上原価は21,825千円増加しており
ます。なお、利益剰余金への影響はありません。
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工事の進捗󠄁度に応じて計上した売上高 11,239,938千円

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算
定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び
「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定め
る経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を将来にわたって
適用することと致しました。これによる計算書類への影響はありません。

（会計上の見積りに関する注記）
工事契約における収益認識
(１) 当事業年度の計算書類に計上した金額

(２) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容
収益認識会計基準における工事の進捗󠄁度は、見積りの工事原価総額に占める当事業年度ま
での累計発生原価の割合をもって測定しております。
見積り工事原価総額は、個々の工事案件ごとに設計や施工の内容、また、作業工数等に基
づいて算定しており、工事の進捗󠄁に伴いその見直しの要否を継続的に検討しております。
当該見積りは、資材価格や作業工数等の想定を超える著しい変動が生じた場合には、翌事
業年度以降の業績に影響を与える可能性があります。

（追加情報）
新型コロナウイルスの感染拡大は我が国経済に重大な影響を及ぼしており、その収束が見通せ
ない状況にありますが、当事業年度において当社の経営環境や事業活動に大きな支障は生じて
いないことから、現時点では、事業への影響は限定的であるとの仮定のもと会計上の見積りを
行っております。
なお、新型コロナウイルス感染症がさらに深く経済に影響を与えた場合、翌事業年度以降の業
績に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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現金預金 120,000千円
建物・構築物 14,735千円
土地 90,825千円
計 225,560千円

短期借入金 320,000千円
計 320,000千円

２. 有形固定資産の減価償却累計額 1,724,595千円

藤田ソリューションパートナーズ㈱ 963,297千円 仕入債務
藤田テクノ㈱ 66,892千円 仕入債務
計 1,030,190千円

短期金銭債権 15,160千円
短期金銭債務 1,058,942千円

営業取引による取引高
売上高 5,615千円
仕入高 1,206,094千円
販売費及び一般管理費 40,459千円

営業取引以外の取引高 413,951千円

普通株式 2,567,654株

（貸借対照表に関する注記）
１. 担保に供している資産及び担保に係る債務

(１) 担保に供している資産

(２) 担保に係る債務

上記土地のうち77,311千円を関係会社の仕入債務の担保に提供しております。

３. 保証債務
次のとおり関係会社に対して連帯保証を行っております。

４. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高

（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金の否認であり、繰延税金負債の発生の主な
原因は、その他有価証券評価差額金の認容であります。
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種類 会社等の名称
議 決 権 等 の
所有(被所有)
割 合 （ ％ ）

関 連 当 事 者
と の 関 係 取引の内容

取引金額
（千円） 科目

期末残高
（千円）

子 会 社

藤田ソリューショ
ンパートナーズ㈱

（所有）
直接100.0

機器等の仕入
役員の兼任

機器等の仕入 844,637 工事未払金 352,910

配当の受取 57,600 ― ―

債務の保証 963,297 ― ―

藤田テクノ㈱
（所有）
直接100.0

外注工事等
役員の兼任 配当の受取 160,000 ― ―

藤田デバイス㈱ （所有）
直接100.0

売上債権の代理回収
役員の兼任 売上債権の代理回収 ― 預り金 589,497

FUJITA
ENGINEERING ASIA
PTE.LTD.

（所有）
直接100.0

資金の貸付
役員の兼任 資金の貸付 ― 長期貸付金 246,604

１株当たり純資産額 1,223.84円
１株当たり当期純利益 97.86円

（関連当事者との取引に関する注記）
子会社等

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
１. 機器等の仕入及び外注工事等については、子会社から提示された価格と他の仕入先と

の取引価格を参考にしてその都度交渉の上、決定しております。
２. 子会社の配当については、子会社の経営成績及び財政状態を勘案し決定しておりま

す。
３. 債務の保証については、子会社の仕入債務に対して連帯保証を行ったものでありま

す。
　　なお、保証料は受領しておりません。
４. 資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
５. 子会社への貸付金に対し、合計96,328千円の貸倒引当金を計上しております。
　　なお、当該貸付については、無利息としております。

（１株当たり情報に関する注記）

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

－ 34 －



指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 陸 田 雅 彦
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 齋 藤 康 宏

独立監査人の監査報告書
2022年５月19日

藤田エンジニアリング株式会社
取締役会　御中

有限責任監査法人　トーマツ
　　　　長　野　事　務　所

　監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、藤田エンジニアリング株式会社

の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、
連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結計算書類の作成のた
めの基本となる重要な事項及びその他の注記について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠して、藤田エンジニアリング株式会社及び連結子会社からなる企業集
団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正
に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査
人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従
って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責
任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の

記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記
載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれてお

らず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の

過程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識
との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にそ
の他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断し

た場合には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬󠄁による重要
な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内

　

連結計算書類に係る会計監査報告
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部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を

作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事
項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務

の執行を監視することにある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正

又は誤謬󠄁による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書
において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、
不正又は誤謬󠄁により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用
者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過

程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施す
る。
・　不正又は誤謬󠄁による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽
表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査
人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもの
ではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を
立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行わ
れた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどう
か、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよ
うな事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企
業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算
書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の
注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明すること
が求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい
ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性
がある。
・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計
算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適
正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関
する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指
示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負
う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の

実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基
準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に

関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる
事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容
について報告を行う。
利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定に

より記載すべき利害関係はない。
以　上
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指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 陸 田 雅 彦
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 齋 藤 康 宏

独立監査人の監査報告書
2022年５月19日

藤田エンジニアリング株式会社
取締役会　御中

有限責任監査法人　トーマツ
　　　　長　野　事　務　所

　監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、藤田エンジニアリング株

式会社の2021年４月１日から2022年３月31日までの第59期事業年度の計算書類、すな
わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注
記並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人
の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従っ
て、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい
る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断して
いる。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の

記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記
載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら

ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過

程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との
間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他
の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断し

た場合には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬󠄁による重要な

計算書類に係る会計監査報告
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虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統
制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成

することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を
開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務

の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又

は誤謬󠄁による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書に
おいて独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正
又は誤謬󠄁により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意
思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過

程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施す
る。
・　不正又は誤謬󠄁による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽
表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査
人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。
・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので
はないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立
案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行わ
れた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、
また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような
事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の
前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の
注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項
が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められ
ている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、
将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類
等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表
示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の

実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基
準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に

関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる
事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容
について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。
以　上
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監　査　報　告　書
当監査役会は、2021年４月１日から2022年３月31日までの第59期事業

年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ
き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

⑴ 監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実
施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人
からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求
めました。

⑵ 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方
針、監査計画等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意
思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、
以下の方法で監査を実施しました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重
要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び
財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社
の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応
じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適
合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社か
ら成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会
社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関す
る取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制
（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築
及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を
求め、意見を表明いたしました。なお、財務報告に係る内部統制に
ついては、取締役等及び有限責任監査法人トーマツから当該内部統
制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求めました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい
るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行
状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、
会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため
の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関す
る品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従っ
て整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な
会計方針に係る事項及びその他の注記）及びその附属明細書並びに連結計
算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記）に
ついて検討いたしました。

監査役会の監査報告
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２. 監査の結果
⑴ 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況
を正しく示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違
反する重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め
ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及
び取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含
め、指摘すべき事項は認められません。

⑵ 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人 有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は
相当であると認めます。

⑶ 連結計算書類の監査結果
　会計監査人 有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は
相当であると認めます。

2022年５月25日
藤田エンジニアリング株式会社　監査役会

常勤監査役 清 水 耕 司 ㊞
監 査 役（社外監査役） 室 賀 康 志 ㊞
監 査 役（社外監査役） 信 澤 山 洋 ㊞

　
以　上
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株主総会参考書類

第１号議案 剰余金処分の件
剰余金処分につきましては、以下のとおりと致したいと存じます。

期末配当に関する事項
第59期の期末配当につきましては、当期業績並びに財務状況等を勘

案致しまして以下のとおりと致したいと存じます。
なお、当社は、2021年６月１日に創業95周年を迎えましたことか
ら、株主の皆様に感謝の意を表すため、記念配当を実施致したいと存じ
ます。
① 配当財産の種類
金銭と致します。

② 配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき金17円

（普通配当15円、記念配当２円）
総額155,249,882円
なお、中間配当金として15円をお支払いしておりますので、当事

業年度の年間配当金は１株当たり32円となります。
③ 剰余金の配当が効力を生じる日
2022年６月30日と致したいと存じます。
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現 行 定 款 変 更 案

（株主総会参考書類等のインターネット開
示とみなし提供）
第15条 当会社は、株主総会の招集に際

し、株主総会参考書類、事業報
告、計算書類及び連結計算書類に
記載又は表示をすべき事項に係る
情報を、法務省令に定めるところ
に従いインターネットを利用する
方法で開示することにより、株主
に対して提供したものとみなすこ
とができる。

（削　　除）

第２号議案 定款一部変更の件
１. 提案の理由
　「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条た
だし書きに規定する改正規定が2022年９月１日に施行されることに伴い、
株主総会資料の電子提供制度が導入されることとなりますので、次のとおり
定款を変更するものであります。
(1) 株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる旨を
定款に定めることが義務付けられることから、変更案第15条（電子提
供措置等）第１項を新設するものであります。

(2) 株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる事項
のうち、書面交付を請求した株主に交付する書面に記載する事項の範囲
を法務省令で定める範囲に限定することができるようにするため、変更
案第15条（電子提供措置等）第２項を新設するものであります。

(3) 株主総会資料の電子提供制度が導入されますと、現行定款第15条（株
主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供）の規定は不要と
なるため、これを削除するものであります。

(4) 上記の新設及び削除される規定の効力に関する付則を設けるものであり
ます。なお、本付則は期日経過後に削除するものと致します。

２. 変更の内容
　変更の内容は、次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）
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現 行 定 款 変 更 案

（電子提供措置等）
（新　　設） 第15条 当会社は、株主総会の招集に際

し、株主総会参考書類等の内容で
ある情報について電子提供措置を
とる。

２. 当会社は、電子提供措置をとる事
項のうち法務省令で定めるものの
全部又は一部について、議決権の
基準日までに書面交付請求をした
株主に対して交付する書面に記載
することを要しないものとする。

（新　　設） （付則）
（株主総会資料の電子提供に関する経過措置）

（新　　設） １. 定款第15条（株主総会参考書類等
のインターネット開示とみなし提
供）の削除及び定款第15条（電子
提供措置等）の新設は、2022年
９月１日から効力を生ずるものと
する。

２. 前項の規定にかかわらず、2022
年９月１日から６か月以内の日を
株主総会の日とする株主総会につ
いては、定款第15条（株主総会参
考書類等のインターネット開示と
みなし提供）は、なお効力を有す
る。

３. 本付則は、2022年９月１日から
６か月を経過した日又は前項の株
主総会の日から３か月を経過した
日のいずれか遅い日後にこれを削
除する。

以　上
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株主総会会場ご案内図

群馬県高崎市飯塚町1174番地５
当社７階会議室

電話（027）361-1111（代表）

上越新幹線
北陸新幹線

問屋町入口

国道17号

至 軽井沢 信越本線

交番
問屋町

末広町

至　前橋
前橋I.C

高崎I.C

上越線
両毛線

環
状
線

上大類町

藤田ビル

高崎・駒形線

国道354号

至　熊谷

あら町
（西口） （東口）

関
越
自
動
車
道

高
崎
駅

緑町

交　通
最寄駅　ＪＲ高崎駅　　　　　車約10分
関越自動車道　　前橋ＩＣ　　車約15分
　　　　　　　　高崎ＩＣ　　車約20分

※株主総会にご出席の株主様へのお土産は取り止めさせていただいております。
何卒ご理解賜りますようお願い申し上げます。


